
ハード・ソフト一体となった総合的な防災対策の推進
【戦略的目標『アジアに輝く北の拠点』 ・『森と水の豊かな北の大地』 ・『地域力ある北の広域分散社会』を達成するための横断的な対応】

『安全・安心な国土づくり』では、「安全・安心の確保には、災害が発生した場合においても国民生活や経済社会活動に深刻な影響を生じさせないよう、施設整備等のハード対策と併
せ、防災情報の高度化、防災関係機関の災害情報伝達体制の整備等、被害の軽減を図るソフト対策を一体的に進めることが重要である。」としている。
また 「高齢化等の経済社会の変化に伴い 地域防災力の低下等も懸念されていることから 地域住民や企業を含めた自助 共助 公助のバランスの取れた地域防災力の再構築などまた、「高齢化等の経済社会の変化に伴い、地域防災力の低下等も懸念されていることから、地域住民や企業を含めた自助、共助、公助のバランスの取れた地域防災力の再構築など、
総合的な防災・減災対策を講じることが必要である。」としている。

【頻発する自然災害への備え】
・水害被害額が全国でも有数。全国の国道通行止め時間の６割が北海道で発生し、
道路密度が全国の半分以下である北海道では社会的影響が甚大。国道通行止め 【地域防災力の低下等の懸念】【新たな時代を見据えた投資の重点化】

今後 老朽化した社会資本ストックの のうち雪害による通行止めが５割以上を占めるなど積雪寒冷地特有の課題を抱
えるほか、多数存在する活動的な火山による災害、日本海溝・千島海溝等で発
生する地震災害等の危険性が高いなど、自然災害に対して脆弱な地域
・地球温暖化に伴う気候変動等による集中豪雨等の増加や海面上昇等、災害リス
クの増大が懸念

↓

・高齢化等の経済社会の変化に伴い、地域防災
力の低下等の懸念

↓

防災・減災対策の推進

「戦略的
取組」を
取り巻く
現状･課題

・今後、老朽化した社会資本ストックの
急速な増加が想定

↓

投資の重点化、ライフサイクルコスト
の最小化、既存ストックの長寿命化など

地域防災力の向上

↓

頻発する自然災害に備える防災対策の推進

災害に強いまちづくり 官民連携による防災力強化防災対策の戦略的推進 地域防災力の向上
・防災情報の高度化、自治体支援、防災関係機関
の連携強化等

具体的
戦略

災害に強いまちづくり 官民連携による防災力強化

・建設会社等ＢＣＰ(※)作成講演会の開催及
びその評価手法の検討

・地域における防災拠点の整備
・まちづくり・地域振興施策とを連携させ
るなど、災害に強いまちづくりを推進

・官民それぞれの立場から非常時における業務
執行体制確保のための取組推進等

防災対策の戦略的推進
・根幹的な治水施設の整備、岩盤斜面対策等の防
災対策、信頼性の高い道路ネットワークの構築、
臨海部防災拠点の確保等を着実に推進
・防災施設等のライフサイクルコストの最小化を
図るなど、戦略的な防災対策の実施 ・防災情報共有システムの参加機関拡大・メ

二ューの検討
・水防拠点等における総合的な安全・安心
対策の推進

検討項目

・防災資機材検索システムの充実（民間の資
機材保有状況の取り込み）
・官民連携による防災訓練の実施

・地震津波対策のアクションプランを再点検・推進
・地震時の緊急物資輸送の確保
・「積雪寒冷地における社会資本の戦略的維持管理」
成果を活用した整備

・支援計画を策定し、自治体のハザードマップ作
成や防災訓練等を支援
・首長等を対象とした防災セミナーの開催による
防災意識の向上

水防拠点等の整備

防災公園の整備・都市公園施設の耐震化施
策

建設会社BCP(※)作成促進

官民合同防災資機材検索システム作成
合同防災訓練の実施

防災情報共有システムの充実

防災セミナー開催等の自治体支援

ICT技術を活用した防災情報提供の迅速化冬期道路交通の信頼性向上
通行規制区間における道路防災対策

根幹的治水対策・火山土砂災害対策・
海岸浸食対策

※BCP:Business Bontinuity Planの略。事業継続計画。企
業が自然災害、大火災、テロ攻撃などの緊急事態に
遭遇した場合において 事業資産の損害を最小限に

施策群の連携機関：北海道、市町村 等
日本再興戦略との対応：立地競争力の更なる強化 等

まちづくりと連携した堤防、遊水地の整備
策
群 岸壁、空港、橋梁等の耐震性向上

冬期 信頼性
防災関連の連絡協議会設置

防災フロートの広域的活用災害に強く安全で安心な地域づくり

遭遇した場合において、事業資産の損害を最小限に
とどめつつ、中核となる事業の継続あるいは早期普
及を可能とするために、平常時に行うべき活動や緊
急時における事業継続のための方法、手段などを取
り決めておく計画のこと。


